
令和5年度の業績
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　当金庫の営業エリアの中心である横浜市は、令
和6年1月1日時点の推計人口が前年同期比375人
減少しました。減少ペースは緩やかになりましたが、
これで3年連続の減少となり、人口減少社会を迎え
ています。また、長期にわたって続いている低金
利環境も、日本銀行の金融政策の見直しにより、
変化していくことが見込まれます。
　こうした中、当金庫は、地元事業者が抱える経
営課題に向き合い、従来のバンキングニーズにと
どまらず、中小企業の技術力や経営資源を将来に
継続させ、地域の雇用確保などに貢献していくた
め「事業承継・M&A支援」を重点分野として本業
支援に取り組むほか、社会的な要請が高まってい
る気候変動対応などのSDGsに関する取組支援を強
化することにより、お客さまにより多くの付加価
値を提供していきます。

事業の展望と課題

前中期経営計画
地域の成長と発展に貢献する

総合サービス業への進化

戦略3
柔軟かつクリーンな組織の構築と
人的資本経営に向けた取り組み

戦略1
事業者支援の深化（進化）と
収益構造強化

中期経営計画2027
Shinkaへの挑戦

次期中期経営計画
Second Stage　Third Stage

Vision110
“選ばれ続ける”ベストパートナーバンク

戦略2
経営インフラ整備と
リスク管理態勢の高度化

■ 主な経営指標の推移
令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 （単位）

経常収益 25,550,533 26,441,805 25,649,672 26,547,361 28,141,689 千円
経常利益 2,236,293 3,301,635 4,004,441 3,010,045 4,809,220 千円
当期純利益 1,814,894 2,542,162 2,886,871 2,102,011 3,622,450 千円
出資総額 1,797 1,772 1,743 1,702 1,658 百万円
出資者数 73,082 73,463 72,777 71,434 70,568 人
出資総口数 3,481,663 3,417,398 3,458,968 3,387,729 3,314,548 口
純資産額 97,020 102,934 102,058 95,799 101,905 百万円
総資産額 1,965,195 2,299,672 2,341,579 2,171,724 2,176,866 百万円
預金積金残高 1,838,404 2,012,135 2,021,555 2,033,569 2,050,966 百万円
貸出金残高 1,033,052 1,137,854 1,104,609 1,146,383 1,177,241 百万円
有価証券残高 488,597 491,974 489,491 456,701 471,445 百万円
単体自己資本比率 9.72 10.27 10.57 10.30 10.35 ％
職員数 1,289 1,269 1,258 1,220 1,213 人

（単位：百万円）

■ 財務諸表
（単位：百万円） 損益計算書

科目 金額
（資産の部）
現金 18,254
預け金 462,387
買入金銭債権 15
金銭の信託 4,730
商品有価証券 389
有価証券 471,445
貸出金 1,177,241
外国為替 2,028
その他資産 14,213
有形固定資産 21,323
無形固定資産 2,436
繰延税金資産 4,252
債務保証見返 1,717
貸倒引当金 △3,568
（うち個別貸倒引当金） △2,315
資産の部合計 2,176,866

貸借対照表
科目 金額

（負債の部）
預金積金 2,050,966
コールマネー 454
その他負債 7,524
賞与引当金 879
役員賞与引当金 30
退職給付引当金 10,766
役員退職慰労引当金 383
預金払戻引当金 53
偶発損失引当金 1,080
再評価に係る繰延税金負債 1,105
債務保証 1,717
負債の部合計 2,074,961
（純資産の部）
出資金 1,658
利益剰余金 101,981
処分未済持分 △0
会員勘定合計 103,639
その他有価証券評価差額金 △542
土地再評価差額金 △1,190
評価・換算差額等合計 △1,733
純資産の部合計 101,905
負債及び純資産の部合計 2,176,866

科目 金額
経常収益 28,141
　資金運用収益 22,059
　役務取引等収益 3,572
　その他業務収益 388
　その他経常収益 2,121
経常費用 23,332
　資金調達費用 271
　役務取引等費用 1,463
　その他業務費用 1,943
　経費 18,985
　その他経常費用 666
経常利益 4,809
特別利益 0
特別損失 56
税引前当期純利益 4,753
法人税、住民税及び事業税 1,196
法人税等調整額 △66
法人税等合計 1,130
当期純利益 3,622
繰越金（当期首残高） 1,034
当期未処分剰余金 4,656

（単位：億円）
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貸出金残高の推移

令和1年度 令和2年度

10,330

7,000

12,000

11,000

10,000

9,000

8,000

（単位：億円）

令和3年度

11,378
11,046

令和4年度

11,463

令和5年度

11,772 
個人
16.0%
1,894

製造業
9.4%
1,110
建設業
17.2%
2,035

卸売業、小売業
10.6%
1,257

令和5年度
期末残高
構成比

不動産業
24.4%
2,883

サービス業他
22.0%
2,590

（単位：億円）

株式
3.3%
156

外国証券
11.1%
527 国債

11.6%
549

その他の証券
6.7%
319

地方債
20.1%
949

公共債
18.4%
868

令和5年度
期末残高
構成比

社債 46.9%
2,211

事業債
27.8%
1,310
金融債
0.6%
31

（単位：億円）
法人・事業者向け貸出先数の推移

　期末残高は前年度比173億円増加の2兆509億円となりました。

■ 預金積金の状況 ⇒ 期末残高 2兆509億円

預金積金残高の推移 預金積金科目別残高

種類別有価証券残高

■ 有価証券運用の状況 ⇒ 期末残高 4,714億円
　国債、地方債、格付の高い社債等を主な投資対象とし
て、安全性を重視した有価証券運用を行っています。

　期末残高は前年度比308億円増加の1兆1,772億円となりました。特定の業種に偏ることなく、バランスのよい貸
出を心掛けています。

■ 貸出金の状況 ⇒ 期末残高 1兆1,772億円

業種別貸出金残高
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令和5年度の業績 法人・事業者のお客さまへの取組み

　コア業務純益（※）は、ほぼ横這いの50億円
となりました（投信解約損益除くコア業務純
益も同額の50億円）。当期純利益は貸出金利
息収入の増加等もあり15億円増加の36億円
となっています。
※ 業務純益から一時的な変動要因を除いたもので、信用金庫の本

来の業務活動による収益力を表しています。

■ 損益の状況 ⇒ 当期純利益 36億円
コア業務純益・当期純利益の推移
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不良債権額・不良債権比率の推移
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■■不良債権額 ●　不良債権比率（単位：億円）
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　不良債権額は前年度比63億円増加の658億
円、不良債権比率は0.40ポイント上昇し
5.57％となりました。なお、不良債権のうち、
97.15％は担保や保証、貸倒引当金により保
全されています。また、未保全部分について
も、自己資本の積み上げがあり、不良債権に
対する備えは万全です。

■ 不良債権の状況

自己資本の額・自己資本比率の推移
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■■自己資本の額 ●　自己資本比率（単位：億円）
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　自己資本の額は利益による積み上げなどに
より前年度比36億円増加の1,030億円となり
ました。これにより、自己資本比率は0.05ポ
イント上昇し10.35％となりました。引き続
き、国内基準（4％）を大きく上回る健全性
を維持しています。

■ 自己資本の状況 ⇒ 自己資本比率 10.35%

取組方針・支援態勢　課題解決型金融の実践

　課題解決型金融の実践に努め、事業を営む多くのお客さまにお取引をいただいております。5,838先のお客さまに
メインバンクとしてご利用いただいており、融資や本業支援業務などさまざまな取組みによって経営課題の解決に努
めています。

■ 地域企業との取引状況

（出典）株式会社帝国データバンク　横浜市メインバンク動向調査（2023年）

令和4年度 令和5年度

メイン先数 5,763　先 5,838　先

横浜市内シェア 17.40　% 17.45　%

横浜市内ランキング 2　位 2　位

　《よこしん》では、「顧客将来像の共有（※）」をキーワードに、法人・事業者のお客さまとの取引を推進しています。
お客さまに寄り添い、質の高い金融仲介機能の発揮を目指して取り組んでいます。

　事業性評価により、お客さまを理解し将来像を共有することで、担保や保証に過度に依存しない融資に取り組んで
います。お客さまからの経営者保証に関するご相談には、「経営者保証に関するガイドライン」に基づき誠実に対応
するよう努めています。
　なお、令和5年度に当金庫において、新規に無保証で融資した件数は9,915件（手形割引を除く件数2,698件）、新
規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合は56.80%（手形割引を除く割合26.48%）、保証契約を解除した
件数は329件です。

■ 担保・保証に依存しない融資への取組み

　課題解決型金融の実践に向けて、さまざまな外部専門家・外部機関などと連携し、お客さまのニーズに応じたソ
リューションを提供しています。

■ 外部専門家・外部機関との連携

法人・事業者のお客さま

横 浜 信 用 金 庫

連携・業務提携先

株式会社エフアンドエム
みらいコンサルティング株式会社
信金キャピタル株式会社
株式会社ストライク
公益財団法人日本生産性本部
ランドマーク税理士法人
税理士法人小林会計事務所

一般社団法人城西コンサルタントグループ
事業承継センター株式会社
株式会社日本M&Aセンター
株式会社カイゼン・マイスター
税理士法人ユナイテッド・ブレインズ
朝日税理士法人
税理士法人YMG林会計 など

ご相談 ご支援

※ 「顧客将来像の共有」
事業性評価などにより事業内容や今後の経営環境などの
理解を深め、最適な融資や本業支援、ソリューションの
提供によって、お客さまと共有した将来像を実現してい
く取組みです。
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